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令和時代の金融法務イノベーション
－武蔵野大学大学院法学研究科の目標と開設記念第 2回シンポジウムの趣旨－
池　田　眞　朗
（本稿は、2019 年６月８日に武蔵野大学有明キャンパスで開催された武蔵野
大学大学院法学研究科開設記念第２回シンポジウム「令和時代の金融法務イ
ノベーション」の開会挨拶「本研究科の目標とシンポジウムの趣旨」に加筆
し、論考として整理したものである。）
はじめに
　武蔵野大学大学院法学研究科は、2018 年４月に、「ビジネス法務専攻」と
いう、わが国ではまだ数少ない専攻分野を採用して、修士課程を開設した。
この選択が既に、わが国の伝統的な法学専門教育ないし法曹養成教育に対す
るチャレンジであった。つまり、本学は、従来型の研究者養成の法学研究科
でも、（2004 年の制度改革によって誕生して以降、認可され過ぎて閉校が相
次いでいる）法科大学院（法務研究科）でもない、第三の道を選択したので
ある。
　そして、2018 年 12 月 15 日には、この有明キャンパスで、第１回の開設
記念シンポジウム「ビジネス法務の未来を語る」を開催した。そこでは、
知財 ･ 新分野関係を中心にしたのであるが（詳細は「武蔵野法学」第 10 号
参照）（1）、その際にも参加者から次回は金融関係を中心にしてほしいとの
声があり、本日の企画となった次第である。
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一　本研究科設置の趣旨
　「ビジネス法務専攻」という大学院は、わが国ではまだほとんど例を見ない。
さらに、これまでの文系大学院の中でも資格重視型の専門職大学院（法科大
学院のほかに公認会計士や税理士等の資格に直結する大学院）は一定の学生
を集めやすいが、資格に直結しない修士号の取得は、すぐには受験者が多数
集まるようなトレンドにはなりにくいことも容易に想像できる。けれども、
我々はある意味での「時代意思」を汲んだチャレンジを選択したのである。
　それはどういうことかというと、第一にビジネス法務は、FinTech に代
表されるように、ITやAI を活用する、最先端のイノベィティブな分野にな
りつつある。それに関連する法律についても、これまでの、時代を後追いす
る「規制法」ばかりの時代から、新しい取引を開拓し支援する「促進法」の
時代が来ているのである。
　第二に、ビジネス法務は、社会人のリカレント教育に適した分野であり、
現在政府が促進しようとしている社会人の学び直しに適合性が高い。また国
際取引の増大から、（これまでの法律学のドメスティックな色彩を改めて）
留学生を積極的に受け入れるべき分野になってきているのである。
　第三に、今日のビジネス法務には、弁護士以外にも、司法書士、不動産鑑
定士、弁理士等、多彩な士業の人々がかかわるようになっている。そして、
企業法務や金融法務に携わる多くの人々にとっても、進化・発展していく専
門分野の知識の「普及・共有」が必須の課題となってきているのである。
　したがってビジネス法務教育は、法科大学院のような狭い領域の職能教育
よりもかなり広範な広がりを持ちうることが理解されよう。これが我々があ
えて難易度の高い道を選んだ理由である。
二　本研究科の目標
　開設にあたって我々が目標として掲げたのは、①実務と理論研究をつなげた
「ビジネス法務」の確立、②「産官学連携型大学院」の探求、③社会人、留学生、
学部からの進学者各三分の一ずつというトライアングル構成、の三点であった。
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１　実務と研究をつなげた「ビジネス法務」の確立
　ここでは、まず、ビジネス法務の修士号について、キャリアとしての社会
的評価を得るという困難な課題がある。西欧諸国では、文系の職種において
も、修士号、さらには博士号の持つ価値が大きく、給与体系もその学歴を反
映したものになっているといわれるが、わが国ではまだそのような状況には
ほど遠い。
　さらに、ビジネス法務について、「研究分野」としての認知を得るという
ことが第二の課題である。
　これらの課題については、実務と理論をつなげた「ビジネス法務学」とで
も言うべきものに関する業績を蓄積し、その有用性を学界・実務界の両方に
認識させるところまで至らなければならないということであろう。
２　 「産官学連携型大学院」の探求
　法学系でも、既に国立大学で企業との共同研究等で成果を挙げているとこ
ろもあるが、本学では、①企業人のキャリアアップ教育に力を入れたり、②
提携自治体の研修機関機能を持つ大学院を目指す一方で、③専門性のあるビ
ジネス法務について、それを教えられる「実務家教員」を養成する機関とし
ても機能できるようにしたいと考えている。将来は「ビジネス法務専門教育
教授法」というような科目を設置する計画もある。
　いずれにしても、今後の産官学連携は、どのプレーヤーもしっかりと利益
を得られる、真のwin-win の関係の構築を目指すものでなければならないと
思われる。 
３　トライアングル構成―社会人 1/3、留学生 1/3、学部からの進学者 1/3
　もう一つ目標にするのは、このトライアングル構成である。この第一のメ
リットは、院生間の相互影響である。おそらく発想も学修法も相違する、異
なるバックグラウンドを持つ院生が、大学院少人数教育の中で学ぶことは、
それ自体が新しい発見の触媒になるように思われる。
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　第二のメリットは、出口の明確化である。たとえば、お互いのキャリアの
相違が、資質や技能の相違と有意な差を持ってリンクしていることが理解さ
れれば、おのずと目指すキャリアのイメージが鮮明になってくるであろうし、
そういう出自の異なる院生を指導することで、教員側にもさまざまな指導の
ノウハウが獲得できるのではないだろうか。
　そうすると、社会人の入学者の場合は、とりあえずの「学び直し」も可だが、
企業人が「働きながらのキャリアアップ」を図れる方法が確立できれば非常
に好ましいと思われるし、留学生の場合も、母国で就職するか日本での就職
をめざすか、または母国での資格取得を考えるか、等の選択肢とそれへの道
筋が見えてくることが目標となろう。さらに学部からの進学者の場合も，企
業に就職するか、起業するか、さらにはこの大学院を活用して難関資格への
挑戦をするか、等の選択肢が見えてくると思われるのである（ちなみに、た
とえば司法書士という資格は、大学生（22 歳以下）の合格者は例年 10 名に
も満たないという実情がある。こういう難関資格取得のために本大学院を活
用するというのも、一つの適切な利用法であると思われる）。
三　本シンポジウムの趣旨
　そこで、改めて本シンポジウムの趣旨である。もちろん、第１回に続いて、
新設法学研究科のアピール、とりわけ「ビジネス法務専攻」の独自性を理解
していただく機会を作るということもあるのだが、今回は特に、最先端の「ビ
ジネス法務」（とりわけ金融新分野関係）の内容紹介に力を入れたい。
　そして、「ビジネス法務（金融法務）」に何が、どこまでできるか、「ビジ
ネス法務（金融法務）」は今後どう開拓、進展すべきかというあたりについて、
議論を交わし、今後の進むべきヒントを得られればと考えている。
　キーワードはもちろん、「イノベーション」である。私は過日の第一回の
シンポジウムでも、趣旨説明の中で「イノベィティブな法務」というキーワー
ドを挙げたが、今回は「令和時代の金融法務イノベーション」というタイト
ルを採用した。これにはもちろん、明確な意図がある。
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　「イノベーション」の語は、「創造的破壊」を意味するともいわれるが、本
来、法律学というものは、先例の上に一つずつ判断を積み重ねる、飛躍や破
壊の概念から遠い学問と思われてきた。それをもとにする法務の世界も、以
前は紛争を後追いで処理する分野と思われてきた。
　しかし、ビジネス法務の現実は、すでに紛争対処法務から予防法務へ、そ
して戦略法務へと変化してきている。そして、営業部門と協働するようになっ
た法務部門が、さらにその先の、「新しい付加価値を生むビジネス法務」を
自律的に探究するというのが昨今の先端の議論のように思われる。
　そのような時代の流れの中で、我々は今回さらに「金融法務自体が自己革
新できるか」という意味を込めたテーマを掲げたのである。以下の個々の報
告から、その意図を汲み取っていただければ誠に幸いである。
四　第 1回シンポジウム以降の進展
　さて、ここで、2018 年 12 月 15 日に開催した第 1 回のシンポジウム以降
約半年での本研究科の進展について述べておきたい。
　その第一は、新たな国際的産官学連携の実現である。武蔵野大学法学研究
所（法学部と大学院法学研究所を統括する）は、国際的な産官学連携研究を
推進するため、2019 年２月に、新たに「中国研究部門」を開設した（部門
長は同年４月１日に北京大学より本学に赴任した朱大明教授）。その最初の
成果が、次に述べる開設記念行事と国際研究会である。
　その第二は、国際取引、比較法への研究の進展である。2019 年３月 11 日
に武蔵野大学有明キャンパスにおいて、武蔵野大学法学研究所中国研究部門
開設記念行事（中国の投資会社よりの奨学寄附金受け入れの調印式）（2）と
国際研究会「中国電子商取引法の研究」を開催し、中国を代表する民商法学
者である、華東政法大学経済法学院の銭玉林教授と、西南政法大学民商法学
院の趙万一教授による報告を得た（詳細は、武蔵野法学第 11 号参照）（3）。
　また、本研究科はその後さらに中国上海財経大学と学術交流協定を締結し、
留学生の交流を開始している。
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五　武蔵野大学の現状と法学研究科の今後の展開
　最後に、武蔵野大学全体の現状を紹介し、法学研究科の今後の展開につい
ても若干触れておきたい。
　実は武蔵野大学は、2019 年度大学入試で、前年度からの志願者数増加日
本一を達成している。2018 年度が 25,446 人であったものが、40,713 人に増
加したのである（数字は、他大学の発表と同様、第二志望、第三志望の志願
者数を含む）（4）。これについては、2019 年度からのデータサイエンス学部
の新設という情報も寄与したと思われるが、法学部、経済学部、経営学部等
の増加数も大きかった（ちなみに法学部法律学科は、2017 年度 1,111 名だっ
た志願者が、2018 年度は 2,004 名、2019 年度は 3,190 名と毎年約 1,000 名ず
つ増加している）（5）。
　そして、法学研究科においては、まだ修士課程も 2018 年の開設で在籍学
生数は少ないものの、ビジネス法務の国際的発展を踏まえ、かつビジネス法
務の最先端知識の普及・発展のための実務家教員養成のニーズも勘案して、
近く博士課程の設置を申請する予定である。
　引き続き、ここ有明からの発信に期待をしていただきたい。
（１）「ビジネス法務の未来を語る」武蔵野法学 10 号３頁以下参照。
（２）当日は、本学と中国の深圳鼎茂延康投資発展有限会社（中国深圳市、取締役・総経理　馬文
淵氏）との間で、武蔵野大学における中国法学の研究と、日中法学交流を促進するための研
究寄付金受入れに関する調印式を執り行った。その後に、記念講演として本文掲記の二講演
が行われたわけである（なお、当日の模様は、武蔵野大学公式ホームぺージのTIMES 欄〔2019
年３月 20 日付〕に写真入りで掲載されている）。
（３）特集「中国電子商取引法の研究」武蔵野法学 11 号 356 頁以下参照。。
（４）このランキングは、週刊誌にも特集で紹介された（「MUSYCの躍進」アエラ 2019 年５月 13
日号参照）。
（５）なお武蔵野大学の擁する学部は、データサイエンス学部の新設で 11 学部となり、2019 年現
在は西東京の武蔵野キャンパスとここ有明キャンパスにほぼ半分ずつに分かれて存在してい
る状況であるが、2020 年度以降、武蔵野キャンパスから看護学部と教育学部の有明移転が決
定している。
【追記】　本シンポジウムの開催にあたっては、深圳鼎茂延康投資発展有限会社の
　　　　研究寄付金を得ている。
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